
総 合 評 価 チ ャ ー ト 図 （簡易保険福祉事業団の事業内容の分析と評価）

（損益の状況） （簡保特会で運用した場合との差）国 【事業主体】 簡保資金運用事業
H4 以降損益の状況が悪化 簡保事業団の納付利回り(A)は

運用資産残高 簡保特会全体の運用利回り(B)を下回る傾向
H8末 9兆7,200億円 (当期損益) (累積損益) 運用結果低調 (A) (B) 運用のメリットが小さい

簡 簡 長期借入金 (～H5） S62 17億円 17億円 ← → S62 5.07 ％ ＜ 6.61％ 簡保資金運用
易 易 借入れ・運用 簡 5兆5,200億円 H4 △446億円 △ 103億円 H4 5.84 ％ ＞ 5.80％ 事業は、中長期
生 保 簡 寄託 運用寄託金 (H6～） H9 441億円 △3,238億円 H9 3.16 ％ ＜ 4.02％ 的な運用成果が
命 険 保 (H8 1兆7,000億円) 4兆2,000億円 少なくとも簡保
保 特 事 → 易 → 特会並みとなる
険 別 業 （ディスクロージャーの状況） よう、運用方法
加 会 団 ← を見直し、改善
入 計 運 償還・返還 （開示内容）年福事業団＞簡保特会 ＞☆簡保事業団 を図ることが課
者 用 保 （資金量） 簡保特会 ＞年福事業団＞☆簡保事業団 ( 題
の 資 H8 (99兆円) (22兆円) (9.7兆円)
福 金
祉
の 険 （損益の状況） （郵貯特会で運用した場合との差）
増 郵貯資金運用事業
進 利益剰余金を計上するなど 簡保事業団の納付利回り(C)は郵貯特会(金融自由化対 多額の公的資
と 郵 預託 運用資産残高 損益は良好 策資金)の運用利回り(D)を上回る傾向 金を運用する事
事 便 → 財 福 H8末 6兆5,000億円(寄託金) (当期損益) (累積損益) 近年運用結果好調 (C) (D) 運用のメリットあり 業であり、国民
業 貯 投 H元 26億円 26億円 ← → H元 4.87 ％ ＜ 5.75％ → に対する説明責
経 金 資 H7 248億円 △ 291億円 H7 5.20 ％ ＞ 5.09％ 任を果たす観点
営 特 金 ← 金 H9 239億円 314億円 H9 4.81 ％ ＞ 4.58％ から、運用状況
の 別 融 借入 祉 のディスクロー
健 会 自 ジャーの充実が
全 計 由 寄 託 （ディスクロージャーの状況） 課題
化 化 (H8 7,500億円)

対 → 事 （開示内容）年福事業団＞郵貯特会 ＞☆簡保事業団
策 （資金量） 郵貯特会 ＞年福事業団＞☆簡保事業団
資 ← H8 (263兆円) (22兆円) (6.5兆円)
金 償 還 業

簡
易 加入者福祉施設事業 （損益の状況／H8）
保 （H7.2.24 閣議決定）
険 団 （公的資金の投入状況／H8累計） 交付金がなければ234億円の当期損失発生
特 （資産の現況／ H8末簿価） 保養ｾﾝﾀｰ・会館の新設原則禁止
別 → → （出資金） 資産を （費用） 769 億円 民間委託の推進 採算性の低い宿泊
会 出資金 形成 建物等 2,400億円 ← （減価償却費 66 億円） 定員の縮減 → 施設の整理を進め、
計 (H8 150億円) 施設建設費 3,855億円 → 更新 （人件費 197 億円） 交付金の縮減 政府交付金の縮減を

土地 1,219億円 （業務委託費 268 億円） 図ることが課題
→ → （交付金） （その他費用 238 億円） →

交付金 運営経費の一部に充てるもの （収益） 801 億円
(H8 266億円) 減価償却費 656億円 →（交付金収入 266 億円） ↑

施設運営費 3,496億円 として投入 （施設収入 216 億円） 稼働率の低
（委託業務収入311 億円） ← い施設ほど
（事業外収益(施設分) 4 億円） 収支率が悪
（ 〃 (本部分) 4 億円） い傾向あり

（投入コストの推計／H8） （損益） 32 億円 （保養ｾﾝﾀｰの収支率と定員稼働率の状況／H8）
（損益(交付金を除く)） △ 234 億円

全施設利用者１人当たり 2,200円= 収支率% 94 100 120 140 160
266億円(交付金額)÷ 1,200万人(利用者数) （全施設(123) の収益の状況／H8） ～100 ～120 ～140 ～160 ～194

定員稼働率% 未満 未満 未満 未満 未満
宿泊施設(85) 430 億円 ←
加入者ﾎｰﾑ等 (38) 101 億円 37～60未満 0施設 1施設 0施設 3施設 3施設

（宿泊施設（85）の経営指標の状況／H8 (交付金収入を除く収益を基に算定)）
60～70 〃 0 2 11 3 0

民間と比べ収支率、人件費率（売上高人件費率+ 委託費中の売上高人件費率 ）が高い
定員稼働率 収支率 売上高人件費率 委託費中の売上高人件費率 売上高請負比率 売上高減価償却費率 70～80 〃 3 17 6 3 1

保養ｾﾝﾀｰ(80) 74%(52%) 116%(102%) 32%(37%) 16%( －) 10%( 4%) 7%( 7%) →
総合ﾚｸｾﾝﾀｰ(3) 42 (52 ) 142 (102 ) 16 (37 ) 33 ( －) 6 ( 4 ) 18 ( 7 ) ( )は民間ﾘゾｰﾄﾎﾃﾙ､[ ] 80～90 〃 4 10 5 0 0
会館(2)(東京) 88 [62 ] 118 [ 96 ] 10 [29 ] 26 [ －] 10 [ 8 ] 7 [ 6 ] (東京)は京浜地区､(京都)は京阪

(京都) 76 [62 ] 122 [102 ] 35 [32 ] 16 [ －] 10 [ 5 ] 5 [ 5 ] 神地区のﾎﾃﾙ 90～97 〃 1 3 1 0 0


